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午前１０時００分 開議   

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。 

 出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。 

───────────────── 

  ◎奥本議員発言の訂正申し出 

○議長（小比類巻雅彦君） 議事に入る前

に、奥本議員より、昨日の一般質問における

発言について、訂正の申し出がありますの

で、この際、発言を許します。 

 奥本菜保巳議員。 

○４番（奥本菜保巳君） 昨日の私の一般質

問の中で、数字について訂正させていただき

ます。 

 日本年金機構の個人の情報流出件数２５万

件というふうに申し上げましたが、正しくは

１２５万件ということですので、訂正させて

いただきます。大変申しわけありませんでし

た。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいま奥本議

員より発言の訂正がありましたので、議長に

おいて、これを許可します。 

───────────────── 

○議長（小比類巻雅彦君） それでは、会議

に入ります。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 昨日

に引き続き、市政に対する一般質問を行いま

す。 

 太田博之議員の登壇を願います。 

○８番（太田博之君） おはようございま

す。 

 ８番みさわ未来の太田博之でございます。 

 それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。 

 はじめに、行政問題、(仮称)まちなかＡＥ

Ｄステーション事業について伺います。 

 全国的にＡＥＤ、いわゆる自動体外式除細

動器でありますが、この機器については既に

御存じの方も多いと思いますが、簡単に申し

上げると、とまった心臓を電気ショックに

よって再び動かしてくれる装置でございま

す。 

 さて、ＡＥＤにつきましては、これまでも

一般質問において何度も取り上げてきてまい

りました。おかげさまで市当局はもちろん、

三沢市消防本部の御理解のもと、ＡＥＤが市

内各所で設置されるようになりました。 

 平成２７年９月２日現在、三沢市において

ＡＥＤの設置箇所を消防本部警防課へ確認し

たところ、市内全小中学校をはじめ、公共施

設に６８カ所、民間施設に７６カ所、合計１

４４カ所にＡＥＤが設置されております。 

 また、市内でＡＥＤの普及・活用を促進す

るため、本体の設置場所を示すステッカーや

看板を不特定多数の目に触れやすい箇所へ設

置するよう各事業所等へ依頼するなど、市

ホームページや協力依頼チラシを作成するな

どして、市民の万が一に備え日々御尽力をい

ただいております。 

 さらには、ＡＥＤ講習会を年間約５０回か

ら６０回開催するなど、各救命講習を通じ

て、市民の命を守る活動を昼夜を問わず継続

して行ってきていただいております。 

 しかし、事故や心肺停止などは、いつ起こ

るかわかりません。とりわけ夜間に発生した

際には、目の前にＡＥＤの設置看板があった

としても、営業時間以外は使用したくてもで

きないのが現状であります。 

 もし家族が、友人や第三者も含め、その場

に居合わせたときに、そのようなことで命を

落とすことがあったとしたら、これほど悔し

いことはありません。何をいわんや、市内１

４４カ所に設置されているＡＥＤのほとんど

が、夜間では使用できない状況にあるのであ

ります。 

 そこで、今回は、２４時間営業のコンビニ

エンスストアにＡＥＤを配置する、(仮称)ま

ちなかＡＥＤステーション事業を提案するも

のであります。 
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 この事業は、既に千葉県船橋市が全国に先

駆けて実施しており、市内に多数存在するコ

ンビニエンスストアにＡＥＤを設置すること

により、市民による心肺蘇生の機会が拡大

し、さらなる救命率の向上が期待されていま

す。（壇上よりパネルを掲示しながら）船橋

市のステーション事業のこういったステッ

カーがコンビニの入り口に掲載をされており

ます。 

 とにかくできるだけ早くＡＥＤを使用する

ことが救命につながります。日本心臓財団の

報告によると、心肺停止後５分以内でのＡＥ

Ｄ使用で、社会復帰率は６７％という数字も

示されております。 

 そうした中、本県においても先月、平川市

において、市内の２社のコンビニエンススト

ア４店舗とＡＥＤ設置に関する協定を結んで

おり、この９月１日より利用が始まっており

ます。また、今月末には、他社４店舗とも締

結することになっているとのことでございま

す。 

 そこで、お伺いいたします。当市において

も、この(仮称)まちなかＡＥＤステーション

事業を実施するべきと考えますが、当局の見

解をお伺いいたします。 

 次に、観光問題、ほっき丼の売り上げ状況

について伺います。 

 ことしの５月、東奥日報紙に、三沢ほっき

丼売り上げ最低という見出しが三沢市民の目

にとまりました。記事によると、三沢市の御

当地グルメである、ほっき丼の売り上げが、

２００８年度の初年度は販売総額約１,８５７

万円だったものが、年々減少傾向にあり、昨

年度の販売総額は約１,０３１万円に落ち込ん

だというショッキングな内容でした。また、

他の報道機関では、昨年度と比較し、約１８

％も売り上げがダウンしているとの報道もさ

れたところでございます。 

 これまで、三沢市としても、御当地グルメ

として、ほっき丼のＰＲ等に力を入れてきた

ところでありますが、この報道を受け、以下

の３点について伺います。 

 １点目、ここ３年間のほっき丼の売り上げ

推移について伺います。２点目、売り上げの

減少に対して、市としてどのような検証を

行ったのか伺います。３点目、売り上げ減少

による今後の対応、対策について伺います。 

 それでは最後に、教育問題について伺いま

す。 

 教育問題の１点目は、三沢市小学校社会科

副読本についてであります。 

 本年３月３１日に、三沢市小学校社会科副

読本が１１年ぶりに改訂・発行されました。

これまでの副読本については、私が平成２５

年第１回定例会で、基地との共存共栄を標榜

する三沢市にとって、基地の記述がほとんど

ないことはいかがなものかと改訂を求めてき

た事案でありましたが、市教育委員会の御理

解をいただき、このたび新たに発行されたこ

とは、当市の子供たちへ三沢市の成り立ちを

正しく知っていただくとともに、三沢市の伝

統や文化を学ぶ、まことに有意義なことだと

感じております。この場をおかりして、市教

育委員会はもとより、編集に携わっていただ

いた編集委員会の冨田敦委員長先生をはじ

め、関係者の皆様へ心より感謝と敬意を表し

たいと思います。 

 さて、新しい副読本については、内容も多

岐にわたり、充実しており、ボリュームも増

しております。きょう持ってきました。皆さ

んにも配付されたと思いますが、ページ数も

倍近くなりまして、こんな厚い、とてもすば

らしい副読本になりました。しかし、そこで

ふと、これだけのボリュームある副読本が、

限られた時間の中、今後、どのような授業で

活用されるのか、心配になりました。 

 そこで、お伺いいたします。新しく改訂さ

れた三沢市小学校社会科副読本の今後の活用

について伺います。 

 次に、教育問題の２点目は、三沢市の採用

している小中学校の教科書についてでありま

す。 

 先ほど質問した副読本にもかかわることで

すが、以前、一般質問において、中学校の社
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会科の教科書、新しい社会公民の教科書を取

り上げたことがあります。 

 今回、副読本が新しく発行されたことで、

今、当市の子供たちが一体どのような教科書

を使って学んでいるのか、大変興味が湧いた

ので、先日久しぶりに三沢市の図書館へ行っ

てまいりました。受付で、三沢市の教科書は

置いてますでしょうかと尋ねたところ、置い

てないとのことでありました。 

 そこで、お伺いいたします。図書館へ市の

教科書コーナーを設けて、市民の方々がいつ

でも閲覧できるようにしたらいかがでしょう

か。保護者だけでなく市民の方々が、今の子

供たちがそれぞれの学年でどのような教科書

を使用して勉強しているかを知ることは、市

民の教育への関心を高めることにつながるの

ではないでしょうか。さらに、兄弟のいない

御家庭にとって、進級する際の参考になると

も思うのであります。市教育委員会の御見解

をお伺いいたします。 

 次に、教育問題の３点目は、キャリア教育

についてであります。 

 近年、キャリア教育の重要性が認められつ

つある中、県教育長の推奨する職場参観日に

ついて伺います。 

 この事業は、地域の子供たちを職場に招

き、親や身近な大人の働く姿に接する取り組

みを実施することによって、家庭や身近な地

域で働くこと、生きることについて考える機

会をつくっていくものです。働く大人の姿を

見せたり、将来の夢や仕事について親子で会

話したりすることは、子供の自立の第一歩と

なる大切な経験になります。 

 現在、青森県庁がキャリア教育の先頭に

立って５年連続で実施しているほか、県内の

企業３０社以上で受け入れられている事業で

もあります。当市においては、住友化学三沢

工場でも実施され、参加した子供たちはもち

ろん、実施した企業の従業員のモチベーショ

ンを上げる効果があると各社に大変好評をい

ただいております。 

 また、ことし８月には、むつ市でも実施さ

れております。 

 当市においては、各学校で職場体験や、市

教育委員会が主催する、ゆめ実現推進事業を

継続的に行い、キャリア教育の成果を上げて

いることは十分承知をしております。しか

し、まず隗より始めよの言葉ではありません

が、三沢市役所で職場参観日を実施するべき

と考えますが、市教育委員会の御見解をお伺

いいたします。 

 以上で、壇上からの私の質問を終わりま

す。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

御質問の行政問題の、まちなかＡＥＤステー

ション事業の導入については私から、その他

につきましては教育長並びに経済部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。 

 ＡＥＤ設置等につきましては、平成１７年

第１回定例会から数回にわたり、太田議員や

春日議員からの御質問をいただいております

が、現在、当市では、お話がございましたよ

うに、市内小中学校、スポーツ施設、文化施

設、医療機関、商業施設等、市民の方々が多

く利用する施設１４４カ所にＡＥＤが設置さ

れており、施設等を利用する方々の安全・安

心に役立っております。 

 また、昨年８月に市内のスーパー駐車場

で、意識のない状態で倒れていた男性をＡＥ

Ｄと人工呼吸を施すなど、これらの連携が功

を奏し、搬送中の救急車内で自発呼吸を取り

戻し、その後、ドクターヘリで八戸市民病院

に運ばれて一命をとりとめたという実例もご

ざいます。 

 御質問のコンビニエンスストアにＡＥＤを

設置することにつきましては、これまで民間

事業者は独自で設置していただいているとこ

ろであります。しかし、昨今、まちなかＡＥ

Ｄステーション事業として、ＡＥＤの設置を
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希望するコンビニエンスストアに対して自治

体が設置する例もあるわけであります。これ

は、２４時間営業というコンビニエンススト

アの特殊性が、他の民間事業者にない、利用

価値が高いメリットを持っているためである

と思います。 

 したがいまして、ＡＥＤステーション事業

の導入につきましては、今後、コンビニエン

スストアの事業者に対して、ＡＥＤの設置に

ついての実態調査を行い、設置希望状況等も

把握した上で検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 観光問題のほっ

き丼の売り上げ状況についてお答えいたしま

す。 

 三沢ほっき丼は、毎年１２月１日から３月

末までの４カ月間、三沢沖でとれるホッキガ

イを市内飲食店がそれぞれ創意工夫を凝ら

し、調理し、提供している三沢の名物料理で

あります。 

 参加提供店の御協力をいただきながら、市

民はもとより、市外、県外の方々に対する地

場産品ホッキガイのＰＲのほか、冬期におけ

る観光の誘客や地産地消による地域経済活性

化を目指して、平成２０年度から毎年度継続

してきております。 

 御質問の第１点目、ここ３年間における三

沢ほっき丼の売り上げ推移についてお答えい

たします。 

 市では、その年度の販売が終わった４月の

時点で、全ての提供店に対して、月ごとの販

売総数、市内からの来客数、市外からの来客

数、その他意見についてアンケート調査を

行っております。 

 その結果によりますと、販売食数では、平

成２４年度は１万１,８７４食、平成２５年度

は１万２,３２１食、平成２６年度は１万１５

７食となっており、平成２６年度は、対前年

度比で約１８％の減となっております。 

 御質問の第２点目、売り上げ減少の検証に

ついてでありますが、平成２５年度が提供店

３２店舗であったのに対し、平成２６年度は

２店舗が新規加入したものの４店舗が撤退し

た結果、２店舗減少の３０店舗となったとこ

ろであります。撤退した４店舗は、全て休日

の昼食時にも提供していた店であり、このこ

とが売り上げ数減少の大きな要因となってお

ります。 

 さらには、平成２６年度のアンケート結果

をもとに検証したところ、これまで販売食数

の調査については、三沢ほっき丼に限定して

行っておりましたが、各店舗では三沢ほっき

丼以外にも各種ホッキ料理を提供しており、

三沢ほっき丼のＰＲによりまして、旬の食材

としてホッキガイが注目され、他の各種ホッ

キ料理に嗜好が向いてきているとの提供店情

報も寄せられております。 

 このことから、今後は、これまで把握して

きた三沢ほっき丼の提供食数に加え、提供店

に御協力をいただきながら、さらなる効果検

証のための指標データとして、ホッキガイの

仕入れ数量の統計をとるなど、先般報道され

たような動向分析の確証を得る意味でも、三

沢ほっき丼を含めた各種ホッキ料理による

ホッキガイの消費量調査によりまして、事業

効果検証を行ってまいりたいと考えておりま

す。 

 御質問の第３点目、売り上げ減少に対する

今後の対応についてお答えいたします。 

 まず、三沢ほっき丼に係る今後の対応とい

たしましては、市内飲食店への新規事業参加

を呼びかけ、特に、ほっき丼の需要が見込め

る休日の昼食時に提供可能な店舗の参加を促

すとともに、観光客のニーズに対して多様な

価格帯のラインナップを開発することで、選

ぶ楽しみと満足度の向上につながるようなメ

ニューの提供を各店舗に働きかけ、より高い

経済効果を見込めるようにしてまいりたいと

考えております。 

 また、市及び観光協会のホームページで、

各提供店の三沢ほっき丼のほか、さまざまな

ホッキ料理を提供していきたいと考えており
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ます。 

 さらには、今年度、地産地消フェアを１２

月初旬に開催予定であり、１２月１日のホッ

キ漁解禁を捉えた形で、提供期間の早い時期

から三沢ほっき丼並びに各種ホッキ料理のＰ

Ｒ効果を上げてまいりたいと考えておりま

す。 

 市といたしましては、三沢ほっき丼を旗印

として、さまざまなホッキ料理を楽しんでい

ただくことにより、市内外の方々にホッキガ

イという地場産品を広く認知していただきな

がら、飲食店、漁業者の所得向上のほか、冬

期観光誘客による地域経済活性化を図ってま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 教育問題の三沢市

小学校社会科副読本についてお答えいたしま

す。 

 本年３月３１日、関係各位の皆様の御支

援、御協力のもと、１１年ぶりに三沢市小学

校社会科副読本が改訂・発行されました。 

 小学校社会科副読本は、小学校学習指導要

領解説社会編に記載されている、小学校３学

年・４学年社会科の学習内容を三沢市の実態

に即して児童が学ぶために作成されたもので

あります。 

 今回の改訂では、小学校社会科副読本とし

ての内容のほかに、三沢の歴史や伝統・文化

などの内容も取り上げ、三沢市郷土資料「基

地とともに歩む三沢市」のページを設け、地

域に対する理解を深める副読本という意味を

持たせた内容で構成してあります。 

 市内全小学校での活用状況は、主として社

会科副読本を用いて授業を展開しており、大

変よく活用されている状況であります。 

 次に、限られた時間の中で、ボリュームが

ふえた副読本を今後どのように活用していく

かについてお答えいたします。 

 小学校学習指導要領解説社会編に記載され

ている、小学校３学年・４学年社会科の学習

内容については、単元によって、この副読本

を社会科の授業の中で教科書のかわりに主と

して活用し、必要に応じて教科書と併用して

活用しています。 

 また、「郷土を拓く」の単元では、六つの

事例を紹介していますが、その中から二つか

三つを社会科の授業で学習し、残った事例に

ついては、６学年の歴史学習や総合的な学習

の時間の資料として、あるいは道徳の題材と

して活用できるよう構成されています。 

 今回の改訂で増設された三沢市郷土資料

「基地とともに歩む三沢市」において、例え

ば国際交流や基地との交流については、総合

的な学習の時間の資料や学級活動での題材と

して、また、米軍三沢基地と自衛隊について

は、６学年の歴史学習の資料として、これか

らの三沢市については、６学年の政治学習の

資料として活用することとしています。 

 教育問題の第２点目、三沢市の採用してい

る教科書についてお答えいたします。 

 教科書は、教科指導のための主たる教材と

して、児童・生徒の教育に極めて重要な役割

を果たしているものであります。 

 御指摘のように、三沢市で使用している教

科書を図書館に置き、市民がいつでも閲覧で

きる環境づくりは大変有意義なことであると

捉えています。 

 これまでは、教育委員会会議室と教育相談

センターの２カ所で保管し、それらを活用し

ておりました。 

 今後においては、小中学校で使用されてい

る教科書を保護者や市民に閲覧していただ

き、学校教育や学習内容に対して広く市民の

関心に応えていくことは重要なことでありま

すので、図書館への配備を進めてまいりたい

と考えております。 

 教育問題の第３点目、キャリア教育につい

てお答えします。 

 教育の現場においては、変化の激しい社会

を生き抜くことができる子供の育成が必要で

あり、当市としても社会的、職業的自立に向

けて、必要や能力や態度を身につけさせる

キャリア教育の推進に努めております。 
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 教育委員会といたしましては、平成２２年

度から小中学生に対し、ゆめ実現推進事業を

実施し、多様な職業の代表の皆様から講演を

いただくことで、仕事の価値観や、醸成や、

目標を持って学ぶ子供の育成を目指してきた

ところであります。 

 御質問の職場参観日については、あおもり

で「生きる・働く」を学ぶキャリア教育実践

事業として、青森県が実践している一つの取

り組みであり、各企業が自社に勤める社員の

子供や、その友人を職場に招き、子供たちが

保護者の仕事を見学したり体験することによ

り、最も身近な大人である保護者の働く姿を

通して、生きることや働くことについて家庭

で考えるための機会を提供するものと捉えて

います。 

 三沢市としては、各学校で行う職場体験、

教育委員会で行っている、ゆめ実現推進事業

とあわせて、市役所も含む各企業での職場参

観日の実施について検討してまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） それでは、質問順に

再質問をさせていただきます。 

 まず、行政問題の(仮称)まちなかＡＥＤス

テーション事業についてでございますが、こ

の件に関しましては、市長のほうから、相手

もあることですから調査・研究しながら検討

していきたいということでございましたの

で、再質問はございません。 

 ただ、１点だけ述べさせていただきたいと

思います。 

 先ほど私、示させていただきましたパネ

ル、あれはいわゆるコンビニに張るステッ

カーです。ここにＡＥＤありますよと。 

 御存じのとおり、もちろん基地外に外人の

方々が多数居住されております。その方もも

ちろん市民でございますので、その方が日本

語表示だとわからない。マークでわかるので

すけれども、やはり三沢らしさを出して、き

ちんとそういう基地の中の皆さんにも対応で

きるようにステッカーを作成する。 

 そしてまた、基地の中の米軍の方、自衛隊

の方にも直接告知をしていく。実行すればで

すけれどもね。実現すれば、そういった形

で、私は基地の中の方々にもきちんと告知を

して、三沢市に住む方がＡＥＤを活用できる

ような、そういう方向で進めていっていただ

きたいと思いますので、そこのところは私の

意見として述べさせていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 続きまして、観光問題のほっき丼の売り上

げ状況についてでございます。 

 １点目のここ３年間のほっき丼の売り上げ

推移については、再質問はございません。 

 ２点目の売り上げ減少の検証について、１

点だけ再質問させていただきます。 

 先ほど、るる検証についての説明がありま

した。それなりにきちんとアンケートもとっ

て、毎年毎年繰り返し対話を通じて見直し、

事業を進めているということは十分わかりま

した。しかし、残念ながら年々減少してきて

いるというのも事実であります。 

 先ほど言った、前年度から４店舗の減少と

いうのもありましたけれども、新聞報道によ

りますと、当初、８年から比べると、スター

トが２０店だったのですね。それが３０店ま

でふえているにもかかわらず、初年度からど

んどん下がってきて、過去最低になってし

まった。 

 先ほど言ったように、いろいろな問題が複

合的に絡んでいるというのはわかるのですけ

れども、例えがちょっと悪いかもしれません

けれども、囲碁・将棋の世界の中で、敗着を

知るという言葉があるのですね。その敗着と

いうのは何かというと、敗因となった着手の

ことをいうのです。 

 要は、１５０手、２００手の中で、対局を

進めていく中で、一手だけ、この一手で私は

負けたのだと。いわゆる複合的なそういう大

きな要因の中で、やはりこの１点がちょっと

ネックになっているのではないか。私は、そ

ういった形で問題整理をきちんと狭めてい
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く。どんどん広げていくのもいいのですけれ

ども、逆に見落としている、まさしく敗着が

私はあるのではないかなというふうに思いま

す。 

 いろいろな方の意見を聞けば聞くほど、あ

れもやってみよう、これもやってみよう。先

ほど言ったような形で、どんどん逆に問題点

が見えなくなっていく可能性があるのです。

本質の敗着、なぜこれだけ減少したのかとい

う根本的なものを、やはり皆さんで見出して

いくという作業が私は必要かと思いますが、

この点に対しての御所見をお伺いしたいと思

います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） ただいま太田議

員から話があった、本質はどこなのか、これ

をきちっと見きわめるべきではないか。いろ

いろな原因は今まで話し合ってきております

が、確かにそういう部分では、まだ足りない

部分もあるのかなと思います。 

 と同時に、いろいろな地域において行って

いる御当地グルメにおいて、参考になる事例

等もございますので、それらも含めて、やは

り提供している店、そして漁業者とともに原

因を探りながら、そしてまた、新たな展開、

プラスに向かう方向の策等を模索してまいり

たいと考えておりますので、御理解いただき

たいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） ありがとうございま

した。 

 ぜひ本質といったものを突き詰める、そう

いったものの作業、いわゆる視点を変えてい

く、そういったものをぜひ期待しますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、質問を次に移ります。３点目、

売り上げ減少に対する今後の対応について。 

 先ほど部長のほうから、いろいろな視点

で、今後の対応を聞かせていただきました。

ぜひ一つ一つ実行していっていただきたいと

思うのですが、私、その答弁の中で一つ耳に

ついたのが、選ぶ楽しみという言葉がござい

ました。まさにほっき丼だけでなくて、ホッ

キ料理全ての中での、いわゆる選ぶ楽しみ。 

 実は私も、全店ではありませんが、ある程

度のお店のほっき丼を全て食べさせていただ

いたわけではないですけれども、お客さんが

来るたびに、あそこへ行ってみよう、ここへ

行ってみようということで行くのですけれど

も、残念ながら２種類あるお店というのは少

ないのですね。１店舗一丼なのですね。 

 今はやっぱり家族で行ったり、カップルで

行ったり、私も女房なんかとよく行くのです

けれども、２種類あると、おまえはバター味

を頼めと、俺は生のほうを頼むからと。取り

皿をもらって。半分ずつ分けて２種類食べら

れると、これまた楽しいのですね。１種類の

ものを二人で食べて、ああだこうだと言うの

もいいのですけれども、いわゆる各お店でそ

ういう２種類とか３種類とか、選ぶ楽しみと

いったものは私は大切なのかなと。 

 さらに、今はワンコインランチというのが

大変ブームを呼んでおります。値段の設定。 

 正直、私、一つの丼にして、どこへ行って

も多いのですよ、本当に。ただ、二人で行っ

て一つ頼んで半分ずつというわけにいかない

ので、何とかして無理に食べているのですけ

れども、いわゆる量の問題。量を少なくする

ことによって値段も下げられるとか、逆に、

２種類あれば小丼を二つ頼めるとか。最近、

牛丼屋へ行くと、私は並みは食べられませ

ん、ミニです。ミニにサラダセットですか、

ミニでちょうどよくなってきた。 

 これから高齢化がどんどん進んできて、あ

あいう大きな丼よりも、もうちょっと小さく

て手ごろな値段とか、さまざまそういった、

いわゆる今あるものを、もう一度ニーズとい

うのですか、値段だったり量だったりという

部分も含めて考えてみる機会もあってもいい

のかなという気がするのですけれども、この

ことについてどういう感想を持たれたのか、

御答弁をお願いします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。 
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○経済部長（山本 優君） 選ぶ楽しみとい

うことでありますが、先ほど答弁の中で申し

上げましたラインナップと。 

 これは、今、やはり価格帯としては１,００

０円前後のものがほとんどなのです。ところ

が観光客にとっては、例えばわざわざ遠いと

ころから来た方々、東京のほうであれば３万

円以上の交通費をかけて来る。せっかくだか

らちょっと豪華なやつを食べてみたいなとい

う方もいらっしゃると思います。 

 また、市内の方で、夜、飲みながらといっ

たときには、丼１個食べると、もうそれだけ

で腹いっぱいで、店側も、その１杯、１,００

０円前後だけで終わられると、経済効果も少

ないですし、また、食べる側も、それだけで

終わると申しわけないような、また、それだ

けで終わりたくないような部分がございま

す。 

 ですから、今おっしゃったように、夜の店

で、例えば半分ぐらいの大きさにして、そう

すると市内の方々も、今まで食べたという

方々は、わざわざ夜、飲みながらほっき丼と

いうのは食べなくなってしまうのかなと。そ

ういう方々にも、毎回締めで食べていただく

とか、そういうようなことで考えますと、小

さい丼をつくっていただくようなこと。 

 それから、観光客の方が来たときに、先ほ

ども言いましたように、価格帯が三つぐらい

に分かれていると、その中で自分たちが選べ

る。市内の方も同様だと思います。 

 もう一つは、先ほど言った、いろいろな

ホッキ料理が出ている。そして、ほっき丼と

ともに、ホッキ尽くしとかホッキ御膳という

形で提供しているところもございました。そ

れが非常に評判がよくて、その日行っても、

もう予約でありませんと、予約のみでやって

いますというぐらい売れていたところもござ

います。 

 そういうようなことで、いろいろな形で

ホッキ料理の展開というのは考えられるのか

なと思っております。 

 先ほど言った、余りにも一つのものを食べ

ると多過ぎると。それもひょっとしたら大き

な低迷している要因の一つなのではないのか

なというふうに考えますので、その辺も含め

て、提供している店舗の方々と話し合いなが

ら、よりよい展開というのを考えてまいりた

いと考えていますので、御理解いただきたい

と思います。よろしくお願いします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） ありがとうございま

した。何か私の気持ちが伝わったような答弁

をいただいて、大変うれしくなりました。あ

りがとうございました。 

 御承知のとおり、来月の３、４日には、十

和田市でＢ－１グランプリが盛大に行われま

す。食の文化は決して隣町には負けていない

というふうな自負を持っているのですけれど

も、やはりああいった記事が出ますと、やっ

ぱり若干心配になりますし、今、部長の答弁

を聞いて、また新たな展開が迎えられるのか

なと。 

 そしてまた、ほっき丼というのは、あくま

でも手段であって目的ではないのです。その

ほっき丼を通じて、今もがき苦しんでいる中

で、さっき言ったホッキ御膳とか、多種的な

そういったホッキの消費につながっていく。

そういった部分に最後は展開していくという

のが、やはりほっき丼の一つのデビューの

きっかけだったというふうに思います。 

 ほっき丼の数が減少しても、最終的には、

そのことによってホッキ料理が多様化して、

そしてそれがまた新しいメニューを生んで、

また消費量がふえていく。そういう展開に、

ぜひともこの契機に視点を変えて取り組んで

いただきたいというふうに思います。 

 以上で、観光問題については終わります。 

 次に、教育問題の１点目、小学校社会科副

読本についてでございますが、先ほど教育長

のほうから、３、４年生の授業だけでなく、

６学年まで多岐にわたり活用されるのだと。

今後も三沢市の郷土愛を育む教材として活用

するということでございましたので、再質問

はございません。 
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 ぜひとも、これだけのボリュームのあるも

のですから、中身も読ませていただきました

けれども、大変すばらしいものだと思います

ので、子供たちの郷土愛を育む教育にぜひと

も活用していただきたいというふうに思いま

す。 

 教育問題の２点目、市の採用している教科

書について。 

 このことについては、私自身、来年度から

実施していただけるのかなというふうに理解

をさせていただきました。市民の目に、小学

校、中学校の教科書が目に触れるということ

は、私は予想以上に効果があるのではないか

なというふうに思っております。 

 その中で、２点ほど再質問をさせていただ

きたいのですが、市内で採用されている教科

書、小中合わせて何冊あるのか。また、あわ

せて教科書の採択手順、もしもよろしけれ

ば、お答えできれば、この際、市民の皆様に

お知らせいただきたいというふうに思いま

す。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 太田議員の再質問

の市内小中学校で使用されている教科書は何

冊になるのか。また、教科書採択の手順につ

いてはどのようになっているのかについてお

答えいたします。 

 このことについては、市内小学校５３冊、

中学校では２６冊、合計で７９冊となってい

ます。副読本を加えて、計８０冊となりま

す。 

 また、教科書採択の手順において、文部科

学省検定済み教科書は、通常４年ごとに改訂

の機会があり、大幅な内容の更新が行われま

す。その検定済みの教科書を調査・研究し、

上十三地区教科用図書採択協議会の協議を経

て、その地域に最もふさわしい教科書を採択

しています。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） ありがとうございま

す。 

 小学校５３冊、中学校２６冊、合計７９

冊。先ほどの副読本合わせて８０冊。予想以

上に多いなと思いました。来年の４月以降

は、時間を見て図書館へ行って、７９冊全て

目を通したいと思いますので、ぜひ実行方よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 最後、教育問題の最後になります、３番の

キャリア教育についてでございます。 

 これも教育長のほうから、検討していくと

いうことでございますので、るるいろいろな

ことがあると思いますけれども、ぜひ実行に

向けて御努力をいただきたいと思います。

（発言する者あり） 

 教育長から答弁をいただきましたので、再

質問はございませんが、１点だけ御意見を述

べさせていただきたいと思います。（発言す

る者あり） 

 再質問について、多分、主担当は生涯学習

課になるのではないかなというふうに思って

います。しかし、私もいろいろな事例を見て

いますと、生涯学習課だけではなかなか厳し

いのかなと。当然、学校教育課との連携も必

要だと思いますし、もちろん実施する行政、

市長部局との協力も、当然これは必要になる

というふうに思います。いわゆる、さまざま

な視点で調整、配慮、そしてまた、それを進

めていく中で課題等も出てくると思うので

す。 

 要は、市と教育委員会が一体となって進め

なければならない事業ではないかなというふ

うに思っております。この実現に向けて、市

と教育委員会が一体になってやっていくとい

うことに関して、教育長の御所見をいただけ

ればと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 太田議員の再質問

にお答えします。 

 この事業に関しては、教育委員会だけでは

到底実施できないものであります。当然市長

部局並びに今後開催されます総合教育会議等
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において、市長の意見も第一義的に考え、実

施の方向に向けて考えてまいりたいなと思っ

ています。 

 ただ、他の企業もございますので、役所の

みならず、他の企業との平等性ということも

視野に入れて考えてまいりたいと思っていま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、太田博

之議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 山本彌一議員の登壇を願います。 

○１６番（山本彌一君） 拓心会の山本彌一

でございます。 

 ただいまより、通告に基づきまして、順を

追って質問いたします。 

 まずはじめに、行政問題からであります。 

 我が国は、人口減少問題を抱え、国の地方

創生が動き出します。 

 今は、国に地域の活性化の多くを期待でき

ない時代を迎えております。限られた資源を

有効に活用するため、むしろ国は、みずから

助くるものを助くの精神で、みずから創意工

夫を傾注している地域にこそ重点的かつ効率

的に手を差し伸べようとしております。 

 国の地方創生は、人口減少問題等の危機感

に基づき、日本を次の時代に生かすため、地

方と連携するに当たって、各種の事業を創設

し、その推進を図ることになっております。 

 本市も地域の個性を生かし、魅力を引き出

すための、みずからの力で活性化への道を独

力で切り開いていかなければなりません。そ

のため、本市の抱えているハンディを少なく

し、雇用の機会をふやし、独自の文化と誇り

を育て、住みよい環境をつくることによっ

て、魅力ある本市の三沢を創出することが重

要課題であると思っております。 

 始動する地方創生の戦略策定に向けて、自

治体でつくる推進組織を設置したところは、

６月末時点で、都道府県においては６６％で

各市町村では２１％足らずと言います。 

 本日は、このことを踏まえ、本市の地方創

生への取り組みについて、２点質問いたしま

す。 

 まずはじめに、１点目は、本市の地方創生

への基本的な考えを問うものであります。 

 少子高齢化社会を迎え、国は、経済及び社

会的に、そして文化的にも施策を講ずるに当

たって、地方優先で行うため、地方創生を掲

げ、１６年度からの事業の本格化に向け予算

案づくりを進めていて、地方創生関連の新型

交付金を創設する方針で、交付金を各自治体

に配分して、策定した戦略の実現を支援する

ことに相なっております。 

 この地方創生で、いわゆる東京一極集中か

ら多極分散型の国土を形成し、国際化と情報

化、そして高齢社会に対応する新しいライフ

スタイルの確立を目指しております。これを

実現するためには、地方がそれぞれの特殊性

と多様性を競いながら、地方自治の原点に

立って、アイデンティティの地域主義に基づ

いた地域づくりが重要課題であります。 

 国は、６月末に地方創生の基本方針をまと

め、地方の雇用創出や観光業の強化、そして

農林水産業の成長産業化、さらに、地方移住

の支援と少子化対策の推進を盛り込んでおり

ます。地方創生の主役は、あくまでも地方自

治体で、国には現場の実態や要望に合わせた

柔軟な支援を望むものであります。 

 石破担当大臣は、新型交付金について、 

１,０００億円規模で、事業費ベースで２,０

００億円規模を目指す方針を表明しておりま

す。 

 これまで、地方公共団体は力をつけながら

も、中央の主導型に圧倒されてまいりまし

た。しかし、時代の流れが変わり、地方創生

が唱えられ、地方から中央へと、今や地方公

共団体間では政策競争の時代及び知恵とアイ

デアを競う時代へと構造を変革する必要が期

待されております。 

 しかし、これまで各市町村も、みずからの

力で政策を練り上げる力を身につけようとい

う努力が弱かったために、政策立案は中央省

庁が行い、各自治体はそれに従い、中央政府
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の示すメニューに飛びつき、これに交付され

る補助金と優遇措置を持った指定地域を受け

ることが近道だと争ってきました。これが地

方自治の現実であるかのように錯覚をして、

行動してこなかったのか。 

 今後は、自治体の新しい企画やアイデアの

政策に国や県が補助金をつけろと、下から上

を押し上げる政策形成の意識と、政策主体の

自治体にならなければなりません。本市にお

いても、その考え方を変える姿勢が重要と考

えます。 

 本日は、このことを踏まえ、地方創生への

本市の基本的姿勢を、まずはじめに答弁を求

めるものであります。 

 次に、２点目は、地方創生の具体的なビ

ジョンについて問うものであります。 

 戦後、今日まで各自治体は地域住民の生活

環境を整備し、その行政水準を上げるよう努

力してまいりました。文字どおりの先進諸国

に追いつき追い越せという旗を振ってきた

が、自治体はこれまでの中央主導型が必要

で、それを当然のことと考えてきた節があり

ます。 

 しかし、現在では、一定の社会資本や行政

水準を確保し、今後の各自治体の行政は、住

民の意識の多様化に伴って、これまでの行政

を転換しなければならないと考えるものであ

ります。 

 そこには、新しい考え方やきめ細かな対応

が必要で、国の法令や指導要綱による画一的

な処理だけでは対応できない時代に変わりつ

つあります。 

 なぜならば、これまでの各省庁の施策を見

るとき、自治体独自の先覚的事業を取り上げ

て、これに補助金をつけて、中央省庁らしい

色づけをしてモデル事業化を図り、下へおろ

す方式が多く見受けられたが、しかし、ここ

へ来て、近年では縦割り的な補助金行政に新

しい知恵が少なくなって行き詰まり、反対

に、各自治体の能力が高まってきて、今日の

情報社会下にあって、地方公共団体の行政処

理において、もはや国の指導を受けることの

意義が薄れ、住民本位の地方主導型に変わり

つつあるからであります。 

 よって、これからは、従来のように国の主

導で事業を進める手法は通用しません。した

がいまして、本市の持っている潜在的な力を

積極的に引き出せるか否かが重要課題であり

ます。 

 ある意味で、各自治体は、民間企業が自由

経済のもとで厳しい競争合戦を繰り返してい

るように、各自治体もアイデアの競争の時代

と言ってよいでしょう。これに対し、首長を

はじめ管理職の意識改革を図るため、一歩前

進のためのやる気が要求され、やがて、やる

気のある自治体と、旧態依然とした古い殻に

包まれた自治体においては、その規模の大小

にかかわりなく、大きな格差がつくことに相

なります。そこには、自治体の存在価値が問

われることに相なります。 

 国の地方創生は、国としての危機感に基づ

いています。よって、国は地方に連携を呼び

かけるだけではありません。各種事業の創設

や推進を後押しする考えであります。 

 始動する地方創生の戦略策定に向け、自治

体で組織を設置し策定したところは、６月末

時点で、都道府県で３０％、市町村において

は１％足らずと言います。本市においては、

国の方針に従うだけではなく、望ましい地方

創生の実現のための、みずから考え実行する

地方自治の原点に立って、しっかり声を上げ

ることを願うものであります。 

 国の地方創生は、いわば各自治体間におけ

るアイデアの競争の時代の始まりでありま

す。したがって、創造力があるか否かで格差

が予想されます。プラスに転ずるためには、

これまで首長の人気とりや思いつきの施策で

は事が済まない時代であります。 

 よって、政策立案を補佐する職員のやる気

や能力が問われてまいります。行政を担当す

る職員はプロ意識を持って、中央省庁の全国

画一的な通達や指導等による待ち受け行政か

ら、みずから考え行うエンジン型行政に転換

する必要があります。 
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 国の地方創生は、地方の創造的な発展が

競って推進されていく時代であります。そこ

には、地方自治が果たすべき役割は極めて大

きい。したがいまして、地方公共団体が、こ

の時代の要請に対し、よく応えられるか否か

は、実際に行政を担当する首長をはじめ職員

諸氏がいかに情熱を傾け、いかに能力を発揮

するかに、その全てがかかっていると言って

も過言ではありません。 

 国のまち・ひと・しごと創生法が施行さ

れ、国から各自治体に人口ビジョン及び地方

版総合戦略の策定が求められているが、本市

においても迅速な対応が重要と考えるが、本

市では、国の地方創生に対し、どのような創

生ビジョンの具体的な取り組みを考えている

か、答弁を求めるものであります。 

 次に、財政問題の行財政改革への取り組み

についてお尋ねをいたします。 

 よく自治体財政が健全でなければならない

と言われます。国は巨額な国債残高を抱えて

いて、本市もこれまでの依存体質から、地方

主導型の地方自治の本旨に沿って、主体的に

物を考える創意工夫の行財政改革に大転換が

必要であります。 

 財政は、単年度に限らず、長期にわたって

健全でなければなりません。一般に、その尺

度として、経常収支比率が使われておりま

す。本市の一般会計決算を見ると、年々悪化

の傾向を強め、平成２６年度は９２.１％とな

り、財政構造が悪化してきていることを示し

ております。 

 国の指導によると、一般的に市の場合、こ

の数字は７５から８０％が標準値と言われて

おりますが、本市の場合は１２％以上高く、

財政の健全化を失っております。 

 民間企業では、金はつくるものだと言わ

れ、持っている金を使うことは誰でもできる

と言われます。また、企業家は、金を生かし

利益を得るため、どんな方法で何に投資する

のか、いわば金をつくって次の投資に向け

る、金づくりの操縦が企業家の腕前とされて

います。 

 地方公共団体は、住民を構成員とする経営

企業体であります。よって、事務事業処理に

無駄はないのか。事務の改善や経費の節減合

理化、そして事業の総花主義を選別して重点

主義に徹することによって、余剰財源が生ま

れないのか。利息の高い縁故債を繰り上げ償

還して、公債比率を下げる措置をとっている

のか。 

 一般的に健全財政とは何か、いろいろ議論

されてはいるが、理想的な財政運営から見る

と、税収及び地方交付税などの経常的一般財

源で、人件費や物件費、そして扶助費や公債

費等の経常的経費を十分に賄って、なお相当

額の一般財源を建設事業などの投資的経費に

向けることであります。よって、内部管理費

を極力圧縮して、住民福祉の向上のための投

資的経費を捻出するのが重要な鍵であり、そ

こには財政運営の苦労が伴います。 

 ますます複雑多様化する行政需要を、今後

も大幅な税収の増加が見込めない状況の中で

満たさなければならない。自治体本来の目的

を果たすための効率的財政運営が強く求めら

れております。 

 財政に弾力性があるか否かの指標に、経常

的一般財源に対する経常的経費の比率を求め

て判断します。よく財政硬直化指数とか弾力

指数と言われております。 

 本市の平成２６年度決算による経常収支比

率が９２.１％と高く、硬直化してきておりま

す。よって、経常的経費の大幅な削減を目指

し、健全財政に努めなければ、住民に対する

信託を失います。 

 公共団体の財政は、単年度に限らず、行政

需要が存続する限り永遠に続くものでありま

す。市長は、本市の財政事情をどう認識をさ

れ、健全財政へ向け、いかにしてその指導力

を発揮し、具体的なその取り組みについてど

う考えているのか、答弁を求めるものであり

ます。 

 次に、最後の質問になります。人事管理問

題の女子職員の機会均等への取り組みについ

てをお尋ねします。 
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 近年、女性の社会参加と自立志向が高まっ

て、各産業界において、キャリアウーマンと

いう言葉が使われるほど、女性の職場進出が

目立ってきております。 

 古来からの女性は家庭を守るものだという

イメージが一変し、それぞれ女性は、その能

力に応じて活躍し、女性社長や女性評論家と

か外交官も見られ、欧米諸国並みの社会的地

位を占めるようにまでなってきているところ

であります。これは、まさに女性解放であっ

て、今後は、女性が社会的自覚を高め、その

能力に応じた責任を果たす社会的分担も担う

ことを意味するものであります。 

 政府は、男女雇用機会均等法並びに労働基

準法を一部改正をし、これまでの男女差別感

を一掃し、それぞれの職場で男女が平等にそ

の能力をいかんなく発揮して、職務の効率を

上げ、いかに社会のために貢献するかであり

ます。よって、今後は、この法律の趣旨を踏

まえ、いかに活用し、女性の地位向上を図る

かが、今、問われている課題であります。 

 女性の活躍は、古くて新しい課題である

が、男女雇用機会均等法から３０年余り、我

が国の女性の管理職や役員に占める割合は、

依然男性優位社会に対し、女性活躍推進法が

新たに成立しました。これは、国の成長戦略

に女性の活躍が重要な位置づけであるからで

あります。 

 本市において、市の職員は、全体の奉仕者

として、公共の利益のために勤務をし、職務

遂行に当たって全力を挙げて専念し、法律ま

たは条例等に定めるほかに、その職務時間及

び職務上の注意力の全てを職務遂行のために

用い、地方公共団体がなすべき職務に従事す

ることが定められております。女子職員も法

の平等のもとに責任が課せられ、職場専念の

義務に従って、男女の差別なく職務に努力し

なければなりません。 

 現在、市役所は女子職員を多く抱えており

ますが、課長や部長はいまだ少数にとどまっ

ているのが実情であります。女性課長や部長

は、案外市民から信頼を受け、市役所にフ

レッシュな感じを与え、繊細な神経を使って

課をまとめ、職務を果たすものと信じてやみ

ません。 

 そこで、女子職員の雇用機会均等法の趣旨

を踏まえ、本市においても女性の有能な活躍

を期待し、女子職員を、その能力にふさわし

い地位を積極的に与える考えがあるか……。 

○議長（小比類巻雅彦君） 山本議員に申し

上げます。 

 制限時間を超過したので、質問を終了して

ください。 

○１６番（山本彌一君） はい。 

 そこで、これまでのその取り組みと今後の

取り組みについてお尋ねをいたします。よろ

しく答弁、お願い申し上げます。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの山本

彌一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の行政問題の地方創生への取り組みに

ついては私から、その他につきましては担当

部長からお答えをさせますので、御了承願い

たいと存じます。 

 地方創生は、将来にわたっての人口減少問

題の克服と、成長率の確保を図ることを目的

とした地方活性化への取り組みでありまし

て、国は、まち・ひと・しごと創生法に基づ

き、日本全体の人口の将来展望を示し、長期

ビジョンと、それを踏まえた今後５年間の総

合戦略を策定しております。 

 また、今年６月には、地方創生をさらに深

化させるべく、今後の対応の方向を取りまと

めた、まち・ひと・しごと創生基本方針２０

１５が閣議決定されたところであります。 

 御質問の第１点目、当市の地方創生への基

本的姿勢でありますが、三沢市まち・ひと・

しごと創生総合戦略の策定において、一つ

に、地方における安定した雇用を創出する。

二つに、地方への新しい人の流れをつくる。

三つに、若い世代の結婚、出産、子育ての希
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望をかなえる。四つに、時代に合った地域を

つくり、安全な暮らしを守るとともに、地域

と地域を連携するの４項目を基本目標として

定めました。 

 この基本目標に沿った形で、平成２５年度

よりスタートしている三沢市総合振興計画後

期基本計画に示している三つの重点プラン

「未来を拓く人づくり」「人が行き交う街づ

くり」「心安らぐ生活づくり」を三沢市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略の柱に据え、

連動した取り組みを進めることにより、仕事

が人を呼び、人が仕事を呼び込む好循環を確

立させるとともに、その好循環を支えるまち

の活性化につなげるよう、当市の実情及び課

題を的確に捉え、具体的な施策を検討してま

いりたいと考えております。 

 次に、御質問の第２点目、当市の地方創生

への戦略策定についてお答えをいたします。 

 市といたしましては、地方創生への取り組

みは自治体ごとに現状や課題が異なるため、

それぞれの実態を踏まえた取り組みが重要と

認識いたしております。 

 当市では、(仮称)子ども館の整備による子

育て環境の充実を図るとともに、米軍基地が

所在することによって多くの外国人が居住す

るという地域特性を生かした、国際的視野を

持った人材の育成、さらには定住化対策の推

進、企業等への誘致や雇用機会の創出に努め

ているところであります。 

 今後におきましては、これらの施策を継続

しつつ、地場産品のブランド力の強化、新産

業創造支援センターの活用等による企業支援

策の充実、がん予防対策をはじめたとした健

康推進体制の構築など、当市の資産でありま

す文化、歴史、自然などの特性を最大限に生

かした施策を展開してまいりたいと考えてお

ります。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 財政問題の

行財政改革への取り組みについてお答えいた

します。 

 経常収支比率は、御承知のとおり、人件

費、扶助費、公債費等の経常的経費に、地方

税、地方交付税等の経常的な収入の一般財源

がどの程度充当されたかを見るもので、その

数値が少ないほど財政に余裕があると言われ

ています。 

 しかし、平成１５年度から実施された国の

三位一体の改革によって、地方交付税が減額

されたことにより、全国ほとんどの自治体で

この数値の悪化を招いております。 

 このことに対して、当市では、行財政改革

に積極的に取り組み、経費の節減等に努めた

結果、経常収支比率もここ数年は９０％前後

で推移してきており、青森県内他市において

も、ほとんどの自治体が９０％を超えている

状況であります。 

 こうした中において、当市の平成２６年度

決算における経常収支比率は９２.１％とな

り、前年度と比較して１.６ポイント上昇して

おります。しかしながら、この決算の消費税

を増税前の５％と仮定して経常収支比率を算

定すると、前年度より０.１ポイント低い９

０.４％となります。つまり、当該比率の悪化

は、平成２６年４月から８％に増税された消

費税の影響によるものであり、県内他市も同

様の傾向となっております。 

 この経常収支比率の改善のため、市として

は、市税などを中心に、一般財源の確保に努

めているところでありますが、その結果、財

源に余裕があるかどうかを判断する財政力指

数については、徐々に改善の傾向が見られて

いるところであります。 

 さらに、財政調整基金等の基金につきまし

ては、当市の財政規模からすると１０億円程

度が妥当と言われている中、現時点で取り崩

し可能な基金は、平成２７年度末において約

４０億円弱と見込んでおります。これは、不

測の事態に備えるという本来の目的のほか、

地方交付税等の減額に対応しながら、経常的

収入の不足を補うという意味合いもございま

す。 

 経常収支比率の改善には、一般財源を原資
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とする経常的な事務事業の見直しなども必要

となるところでありますが、当該比率の改善

のみを目的に過剰な経費の節減を行い、市民

サービスの低下を招くことがあってはならな

いとも考えております。 

 今後においても地方交付税の大幅な増収が

見込まれない中、経常収支比率の改善は容易

ではありませんが、市民サービスとのバラン

スを考慮し、さらなる一般財源の確保や経常

的経費の節減、特に物件費の精査に努力し、

健全な財政運営に努めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。 

○総務部長（宮古直志君） 人事管理問題の

女子職員の機会均等への取り組みについてお

答えいたします。 

 男女雇用機会均等法では、雇用の分野にお

ける男女の均等な機会及び待遇の確保を図る

ことなどを目的に、労働者が性別により差別

されることなく、その意欲と能力に応じて均

等な待遇を受けられ、充実した職業生活を営

むことができるようにと明記されておりま

す。 

 当市では、この法律に基づき、職員の募集

から採用、配置、昇進、退職など、男女差別

することなく人事管理をしてきており、ま

た、女性職員の職域拡大やさまざまな研修な

どによる職員の能力開発、男女に関係なく職

員が活躍できる職場風土の醸成、さらには定

期的な職場異動による人材育成などに努めて

きたところでございます。 

 当市における女性管理職の割合につきまし

ては、一般行政職で見ますと、今年度は管理

職員数１１７人のうち女性職員が１４名で１

２.０％となっております。過去の状況につき

ましては、平成２６年度は１１.３％、平成２

５年度は１２.６％、平成２４年度は１１.５

％となっております。 

 今後におきましても女性の力を最大限発揮

できるようにすることは、当市の行政のみな

らず、地域社会全体に活力を与えることにも

つながるものと認識しており、より積極的な

女性職員の人材育成、指導的地位への登用、

職場環境の整備に努めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

させていただきます。 

 まずはじめに、地方創生への取り組みにつ

いて再質問いたします。 

 今、市長からるる基本的な取り組み、今後

の振興計画と連動しながらビジョンを遂行し

ていくということなのですけれども、国の地

方創生を受け、地方自治をめぐる状況が、こ

の二、三年で劇的に私は変化していくものだ

と予想しております。 

 これは、高度経済成長から安定成長が景気

低迷へと経済情勢が変わって、雇用不安や、

そのほか少子高齢化並びに女性労働者の増加

に加え、行政改革など、国の施策が旧態依然

としたままでは、市民生活の変化に対応でき

なくなったからであると理解をしておりま

す。 

 地方創生がこの要請に応えるか否かは、実

際に、先ほども前段で申し上げましたけれど

も、行政を担当する市長や職員がいかに持て

る能力を発揮するかに、その全てがかかって

おります。 

 本市の地方創生への戦略策定に向け、私は

具体的な数値目標を掲げ、これが重要だと

思っています。掲げた上で実現を目指すべき

と思うが、その取り組みについて、いま一度

市長から答弁を願うものであります。 

 次に、行財政改革の取り組みについてであ

ります。 

 前段でも言いましたけれども、財政は長期

にわたって健全でなければなりません。答弁

によりますと、住民サービスの低下を招かな

いように、弾力性を示す経常収支比率を下げ

ていくのだという、まことに魔法的な答弁で

あったり、大変な苦労が伴います。 

 そこで、一般会計決算の比率が、平成２６
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年度が我々の手元に渡った時点で、昨年より

も悪化しているのが実情であります。財政

は、これは一般的に銀行関係から見ると、硬

直化が進んでいますと。 

 基金がある云々はわかります。それは、万

が一、今どこかで堤防が決壊して、ああいう

ときに即市民を救わなければならない。その

ための基金です。１０億円が適当だと。私

は、あるほど……。万が一、何が起こるかわ

からない、異常気象が続いている中でね。そ

れを、あるからと……。 

 問題は、経常収支比率が、一般的に第三者

にそれが見られるのです。これは大変なこと

なのです。これは内部の努力がないと下がり

ません。お金があっても下がりません。ここ

をよく理解していただきたいと思います。 

 これには、私は財務管理において、いかに

効率的かつ能率的に、自治体本来の目的を達

成しながら財政運営を検討していかなければ

ならない。今からでも遅くはありません。そ

のためには、次期以降の行財政計画へ連動し

なければいけない。 

 行政効果の測定、財政構造の分析の把握、

これが可能となるような決算技術を確立して

ください。そして、首長の意思決定に役立て

る管理機能を確立ないと、今、政策財政部長

が言われた魔法的な答弁は、なかなか実現は

……。 

 これからもいろいろなものがサービス的に

出てきます。いろいろな市民の要求等たくさ

ん出てくるので。そこで、こういうような基

本的なことを捉えてやっていかないと、首長

も判断を誤りますよ。 

 決算を踏まえて、次は何をやる、こうなの

ですよ。だから決算ありきですよ。皆さん

は、予算確保ありきなのだけれども、ここは

役所といえども企業体ですから。 

 そういうことを言いながら、平成２７年度

の決算においては、３月末になるのでしょう

が、およそ経常比率が平成２７年度決算時に

おいてどのようになるのか見積もっているの

か、その辺を再度お聞きしたいと思います。 

 最後に、人事管理。今、答弁いただいたの

は１２％前後ですよね、今現在。この法律が

施行されてからも、この辺でとまっている状

況にあるので、積極的に引き上げていくのだ

という部長からの答弁でありました。その方

向に持っていっていただきたいと思いますけ

れども。 

 そこで、今後どのぐらいの、５年なら５年

のスパンでもいいですから、このぐらいまで

女性の管理職といいますか、１２％前後を２

０％にするとか３０％にする、この目標があ

ればお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 いわゆる数値を示してやれと、こういう質

問かと思います。これまでも、振興計画等で

も数値を示してやっているわけであります

が、いわゆる国の提示している支援策を十分

享受できるように、いわゆる示している数字

の目標をいま一度検証して取り組みをしたい

と、このように思っております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 経常収支比

率についての再質問にお答えいたします。 

 財政の指数を示すものとして、経常収支比

率は、平成１５年度から実施されました三位

一体の改革によりまして、全国の地方交付税

が減額になることによりまして、この以前は

７０％から８０％が望ましいとされておりま

したけれども、現在は、その数値がほとんど

意味をなさないような感じで、今現在は、財

源に余裕があるかどうかを示す判断として

は、財政力指数のほうが重要視されておりま

す。 

 そのことを踏まえた上で、再質問にありま

した平成２７年度の当初予算における経常収

支比率はどのくらいかということでございま

すが、経常収支比率は決算時点で算定してお

ります。 
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 なぜかと申しますと、当初予算編成時では

まだ確定していなかったさまざまな財源確

保、それから補正予算での歳出予算の見直し

等により、この経常収支比率が大幅に変わっ

てくるということが原因ですので、予算作成

時においては経常収支比率の算定が行われて

いない。決算の時点ではじめて算定している

ということでございますので、平成２７年度

予算の経常収支比率見込みは算定しておりま

せん。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。 

○総務部長（宮古直志君） 人事管理問題の

再質問にお答えいたします。 

 先ほど議員御発言の男女雇用機会均等法の

趣旨、目的、また、先月８月に成立いたしま

した女性活躍推進法の趣旨、目的を十分勘案

し、踏まえまして、市の行政に反映したいと

いうことが本来の趣旨だと思っております。 

 このことを踏まえまして、実は女性活躍推

進法では、地方公共団体は平成２８年４月１

日までに、おのおのの自治体の女性の活躍状

況の把握、課題分析、行動計画の策定・届け

出、情報公表などを行う必要がございます。

当市といたしましても、今年度中にこれをぜ

ひ作成したいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、山本彌

一議員の質問を終わります。 

 これをもって、一般質問を終わります。 

───────────────── 

  ◎日程第 ２ 認定第 １号から 

   日程第２８ 議案第７９号まで 

○議長（小比類巻雅彦君） 次に、日程第２ 

認定第１号平成２６年度三沢市一般会計歳入

歳出決算認定についてから日程第２８ 議案

第７９号平成２６年度三沢市水道事業会計未

処分利益剰余金の処分についてまでを一括議

題といたします。 

───────────────── 

  ◎日程第２９ 議案質疑 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第２９ た

だいま一括議題といたしました全議案に対

し、議案質疑を行いますが、通告がありませ

んので、議案質疑を終結します。 

───────────────── 

  ◎日程第３０ 特別委員会の設置及

び議案の付託 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第３０ 特

別委員会の設置及び議案の付託を行います。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１５名をもって構成

する決算審査特別委員会、８名をもって構成

する予算審査特別委員会、７名をもって構成

する条例等審査特別委員会をそれぞれ設置

し、これに付託の上、慎重に行いたいと思い

ますが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（小比類巻雅彦君） 御異議なしと認

めます。 

 よって、決算審査特別委員会、定数１５

名、予算審査特別委員会、定数８名、条例等

審査特別委員会、定数７名をそれぞれ設置

し、これに付託することに決しました。 

 それでは、議案の付託を行います。 

 決算審査特別委員会には、認定第１号平成

２６年度三沢市一般会計歳入歳出決算認定に

ついてから認定第９号平成２６年度三沢市立

三沢病院事業会計決算認定についてまで及び

平成２６年度三沢市水道事業会計未処分利益

剰余金の処分についての計１０件を、予算審

査特別委員会には、議案第６２号専決処分の

承認を求めることについて（平成２７年度三

沢市一般会計補正予算（第２号））から議案

第６７号平成２７年度三沢市介護保険特別会

計補正予算（第１号）までの計６件を、条例

等審査特別委員会には、議案第６８号職員の

再任用に関する条例の一部を改正する条例の

制定についてから議案第７８号市道の路線の

認定についてまでの計１１件を、それぞれ付

託します。 

───────────────── 

  ◎日程第３１ 特別委員会委員の選
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任 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第３１ 特

別委員会委員の選任を行います。 

 ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。 

 なお、特別委員会の方々は、次の休憩中に

委員長、副委員長をそれぞれ互選して、議長

まで報告願います。 

 また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、決算審査特別委員

会を大会議室において、引き続き、予算審査

特別委員会を大会議室、条例等審査特別委員

会を第２会議室において、それぞれ願いま

す。 

 この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。 

午前１１時４７分 休憩   

──────────────── 

午前１１時５７分 再開   

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。 

 決算審査特別委員会委員長、山本彌一委

員、副委員長、春日洋子委員。予算審査特別

委員会委員長、太田博之委員、副委員長、西

村盛男委員。条例等審査特別委員会委員長、

髙橋武志委員、副委員長、加澤明委員と、そ

れぞれ決しました。 

───────────────── 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、本日の

日程は終了しました。 

 なお、明日から１６日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。 

 次回本会議は、１７日午前１０時から会議

を開きます。 

 本日は、これをもって散会します。 

午前１１時５９分 散会   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


